
第 １１ 号議案 

 

国立市介護保険条例の一部を改正する条例案 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月 ２２ 日 

 

 

提出者  国 立 市 長    永 見 理 夫 

 

 

（説 明） 第９期国立市介護保険事業計画を含む国立市地域包括ケア計画

の策定に伴い、介護保険料を改定するとともに、規定の整備を行

うため、条例の一部を改正するものである。 

 

 

国立市介護保険条例の一部を改正する条例案 

 

第 １ 条 国立市介護保険条例（平成１２年３月国立市条例第５号）の一部

を次のように改正する。 

第７条第６号から第１３号までを次のように改める。 

(６) 次のいずれかに該当する者 ８１，６００円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３

号に規定する合計所得金額（以下この条において単に「合計所得金

額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２

第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１

項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、

当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額

を控除して得た額とし、当該合計所得金額が０を下回る場合には、

０とする。以下この条において同じ。）が１２５万円未満であり、



かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２

項に規定する要保護者をいう。以下この条において同じ。）であっ

て、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適

用されたならば保護（生活保護法第２条に規定する保護をいう。以

下この条において同じ。）を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号イ、第８

号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３

号イに該当する者を除く。） 

(７) 次のいずれかに該当する者 ９２，７００円 

ア 合計所得金額が１２５万円以上２００万円未満であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号

イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号

イに該当する者を除く。） 

(８) 次のいずれかに該当する者 １１１，３００円 

ア 合計所得金額が２００万円以上４００万円未満であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号

イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イに該当す

る者を除く。） 

(９) 次のいずれかに該当する者 １２９，８００円 

ア 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号

イ、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イに該当する者を除



く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １４８，４００円 

ア 合計所得金額が６００万円以上８００万円未満であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号

イ、第１２号イ又は第１３号イに該当する者を除く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １６６，９００円 

ア 合計所得金額が８００万円以上１，０００万円未満であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号

イ又は第１３号イに該当する者を除く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １８５，５００円 

ア 合計所得金額が１，０００万円以上１，２００万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）又は次

号イに該当する者を除く。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １９６，６００円 

ア 合計所得金額が１，２００万円以上１，４００万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）に該当

する者を除く。） 

付則第２条の２の次に次の１条を加える。 

（令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特

例） 



第２条の３ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の

令和３年度における保険料率の算定についての第７条（第６号ア、第７

号ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第１１号ア、第１２号ア及び

第１３号アに係る部分に限る。）の規定の適用については、第６号ア中

「租税特別措置法」とあるのは、「所得税法（昭和４０年法律第３３

号）第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の

規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によっ

て計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が０を

下回る場合には、０とする。）によるものとし、租税特別措置法」とす

る。 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読

み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用す

る。この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」

と読み替えるものとする。 

第 ２ 条 国立市介護保険条例の一部を次のように改正する。 

第７条中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年

度」に改め、同条第１号中「２９，６００円」を「２８，７００円」に改

め、同条第２号中「４４，５００円」を「４２，６００円」に改め、同条

第３号中「５１，９００円」を「５０，８００円」に改め、同条第４号中

「６１，６００円」を「６４，４００円」に改め、同条第５号中「７４，２００

円」を「７７，６００円」に改め、同条第６号中「８１，６００円」を

「８５，３００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号

イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同条第７号中「９２，７００

円」を「９７，０００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第

１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同条第８号中「１１１，３００

円」を「１１６，４００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、

第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同条第９号中「１２９，８００



円」を「１３５，８００円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、

第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同条第１０号中

「１４８，４００円」を「１５５，２００円」に改め、同号イ中「又は第

１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に改め、同条

第１１号中「１６６，９００円」を「１７４，６００円」に改め、同号イ

中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」に

改め、同条第１２号中「１８５，５００円」を「１９４，０００円」に改

め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１４号イ又は第１５号イ」

に改め、同条第１３号中「１９６，６００円」を「２０５，６００円」に

改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「、次号イ又は第１５号イ」を

加え、同条第１４号中「２０７，８００円」を「２９４，９００円」に改

め、同号を同条第１６号とし、同条第１３号の次に次の２号を加える。 

(14) 次のいずれかに該当する者 ２１７，２００円 

ア 合計所得金額が１，４００万円以上２，０００万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）又は次

号イに該当する者を除く。） 

(15) 次のいずれかに該当する者 ２５６，０００円 

ア 合計所得金額が２，０００万円以上３，０００万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）に該当

する者を除く。） 

第１０条第３項中「又は第９号ロ」を「、第９号ロ、第１０号ロ、第

１１号ロ、第１２号ロ又は第１３号ロ」に、「第３９条第１項第１号から

第９号まで」を「第３９条第１項第１号から第１３号まで」に改める。 
 

付 則 
 

（施行期日） 



１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条、次項及び付則第３項

の規定は令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の国立市介護保険条例（以下「新条例」とい

う。）第７条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料から適用し、令

和５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

（令和６年度から令和８年度までにおける保険料の特例） 

３ 介護保険法第１２４条の２第１項に規定する所得の少ない第１号被保険

者についての保険料の減額賦課に係る次の各号に掲げる者の令和６年度か

ら令和８年度までにおける保険料は、新条例第７条第１項第１号から第３

号までの規定にかかわらず、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 新条例第７条第１項第１号に該当する者 １５，５００円 

(２) 新条例第７条第１項第２号に該当する者 ２７，１００円 

(３) 新条例第７条第１項第３号に該当する者 ５０，４００円 


